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第４章

フィリピンにおける障害者教育法

森 壮 也

第４章 フィリピンにおける障害者教育法

はじめに

フィリピンにおいては，従来，途上国の現場からの国際協力要請，支援

要請にとりあえず応える形で障害児教育分野への支援が行われている。し

かし，こうした状況の問題の背景にある法制度については，まとまった理

解が欠損したままという状況が続いている。本論は，そうした現状をふま

え，同国の障害児教育の制度的な背景についての外観的な理解を法制度の

側面から与えようというものである。とくに現今の政府の制度が障害児教

育について，どのようにうまく機能していないのか，どういった法制度上

の問題があるのか，現地で得られた資料やインタビューなどに基づいて明

らかにしようとした。

最初に，フィリピンの障害児の教育状況についての概要を，教育省で入

手可能なデータに基づいて説明する。また同国の障害児教育制度について，

基本的な枠組みを提示する。その後，フィリピンにおける主要な障害児教

育関連法制を紹介する。そのうえで同国の障害児教育においては，のちに

述べるようにそれを支える基本法がないことを指摘し，基本法に代わるも

のとして同国の障害児教育のベースとなっている障害児教育ガイドライン

について説明する。障害児教育は障害種別によって必要とする施策なども

多岐にわたるが，本章では，教員へのトレーニングや言語政策の問題も絡

んでくるろ
�

う
�

の子どもたちの教育の事例を中心に，手話の問題の実態を調
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べて，問題点を指摘した。最後にこれらの議論をまとめる形で，フィリピ

ンの障害児教育における今後の課題を提示した。

第１節 フィリピンの障害児の教育状況と障害児教育制度

１．フィリピンの障害児の教育状況

フィリピンの障害児教育についての日本語による記述は，国際協力の現

場での教育実践報告などに多数みられるが（中村２０１０；２０１１；吉田２００３など），

いずれも実践報告が主で障害児教育法について書かれた論文はほとんどな

い。中西（２０００）が法的な背景についてわずかに述べているほか，国際協力

機構（JICA）による国別報告書である国際協力事業団企画・評価部（２００２）

が一部ふれているのみである。

そこでまず，フィリピンの障害児はどのような状況にいるのかという現

状を把握していく。教育省の公開データによれば，２０１１年現在で学齢期の

障害児の数は１０万１７６２人とされているものの，これら障害児のうちの９７．３パー

セントがいまだ教育を受けられないでいるという。また別の教育省のデー

タによれば，地域の一般校で学んでいる障害児の数は，５９１６人という報告

（Quijano２００９）も出ている。同年時点で，全国に SPED（Special Education

Center）と呼ばれる特別支援教育のセンターは，２７６あるとされているが（１），

障害児の推定数を考えると，ひとつの SPEDに対し３６８．７人の子どもという

数になることから，この数字はあまりに少ないといえる。SPEDとは，Special

Education，つまり特別支援教育を略したものであり，フィリピンでは各地

域の障害児教育施設が SPED（あるいは SPED Center）という名称で呼ばれて

いる。実態としては，障害児特別支援学校という独立の形ではなく，各地

域の学校内に SPEDプログラムが設けられている。実際に学校に在学して

いる障害児については教育省が各学校からの報告数字をとりまとめており，

最新の２０１１～２０１２年の統計では，小学校レベル（図４―１），高等学校レベル

（図４―２）となっている。障害種別では，小学校，高等学校とも学習障害が
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図４―１ 学校に在籍する障害児の障害別数（２０１１～２０１２年，％）

（出所） Dept of Education, The Philippines

図４―２ 学校に在籍する障害児の障害別数（２０１１～２０１２年，％）

（出所） Dept of Education, The Philippines
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半分あるいはそれ以上を占めており，それに聴覚障害が続いている。

一般の生徒については，表４―１および表４―２にみられるように，在籍数以

外の学業の達成度を示す就学率や残存率などの統計がとられているが，障

害児については同様の統計はとられていない。開発途上国の多くでは，教

育担当官庁キャパシティの制約から障害児教育についての統計は貧弱なこ

とが多いが，フィリピンでも同様である。一般校に在籍する子どもの数も

同国では，推定での数字しか得られていない。なお学校課程について参考

までに，図４―３にフィリピンの教育課程の年齢との対照表を掲げた。

またMiraflores（２０１０）は，こうした特別支援教育の貧弱な状況に対する

教育省の対策について，同省特別支援教育課長の次のような発言を引用し

て紹介している。

特別なニーズのある子どもたちが子どもたち全体の１３パーセント（１０

パーセントは障害児，３パーセントは天才児）いるのにもかかわらず，わ

ずか３パーセントの子どもたちしか教育を受けられておらず，今ある

学校もほとんどが小学校レベル。教育省ができてから１００年がたつのに，

そうした特別な７歳から１２歳の特別なニーズのある子どもたちのうち

の９７パーセントにまだ教育が行き届いていない。

障害児全体の統計は同国では推計数字しか存在しないが，推計数字に対

する比率を挙げ，障害児のうち３パーセントにしか学校教育の機会がない

状況が続いているという。日本のようにすべての子どもたちの健康状況を

把握している検診やその記録が存在しないために，障害児全体の状況も把

握されておらず，学校に在学する子どもたちの状況しかわかっていないと

いう現状がある。加えて，これらの子どもたちの年齢や進級状況，卒業に

関する情報も教育省にはない。

障害児が学校に行っていないことの大きな理由として，先に引用した発

言を述べた課長は，親たちが障害児を恥ずべきものとして隠す傾向がある

こと，貧しさのために子どもを学校にやれないことがあると述べている。

また SPEDに在籍する子どもたちの多くは，同課長によれば，学習障害児
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２００６―２００７ ２００７―２００８ ２００８―２００９ ２００９―２０１０ ２０１０―２０１１

小学校在籍者数 １３，１４５，２１０ １３，４１１，２８６ １３，６８６，６４３ １３，９３４，１７２ １４，１６６，０６６

公立（政府援助１００のSUC校を含む）１２，０９６，６５６ １２，３１８，５０５ １２，５７４，５０６ １２，７９９，９５０ １３，０１９，１４５

私立 １，０４８，５５４ １，０９２，７８１ １，１１２，１３７ １，１３４，２２２ １，１４６，９２１

教師数（SUCの実験校を含まない） ３９０，１０７ ３９７，４６８ ４０５，５８８ ４１０，３８６ ４１３，８７２

公立 ３４３，６４６ ３４８，０２８ ３５３，２８０ ３５８，０７８ ３６１，５６４

私立 ４６，４６１ ４９，４４０ ５２，３０８ ５２，３０８＊ ５２，３０８

Performance Indicators（％）：

就学率 １０５．４９ １０６．２０ １０６．８４ １０７．２３ １０７．４７

純就学率 ８７．９０ ８８．３１ ８９．１８ ８９．４３ ８９．８９

残存率 ７３．４３ ７５．２６ ７５．３９ ７４．３８ ７４．２３

小学校修了率 ７１．７２ ７３．０６ ７３．２８ ７２．１８ ７２．１１

小学校ドロップアウト率 ６．３７ ５．９９ ６．０２ ６．２８ ６．２９

中学進学率 ９６．１９ ９６．９７ ９７．０５ ９６．９９ ９６．８７

２００４―２００５ ２００５―２００６ ２００６―２００７ ２００７―２００８

中学校在籍数 ６，４１４，６２０ ６，２９８，６１２ ６，３６３，００２ ６，５０６，１７６

Public（公立） ５，１００，０６１ ５，０１３，５７７ ５，０７２，２１０ ５，１７３，３３０

Private（私立） １，３１４，５５９ １，２８５，０３５ １，２９０，７９２ １，３３２，８４６

教師数（SUCの実験校を含まない） １７１，８２９ １７５，１７８ １７９，７４４ １８４，８８３

Public（公立） １２３，１１５ １２５，６７９ １２８，１９１ １３１，８６５

Private（私立） ４８，７１４ ４９，４９９ ５１，５５３ ５３，０１８

２００８―２００９ ２００９―２０１０ ２０１０―２０１１

中学校在籍数 ６，７６３，８５８ ６，８０６，０７９ ６，９５４，９４６

Public（公立） ５，４２１，５６２ ５，４６５，６２３ ５，５８０，２３６

Private（私立） １，３４２，２９６ １，３４０，４５６ １，３７４，７１０

教師数（SUCの実験校を含まない） １９３，２２４ １９７，６８４ ２０１，４３５

Public（公立） １３８，０５８ １４２，５１８ １４６，２６９

Private（私立） ５５，１６６ ５５，１６６＊ ５５，１６６

表４―１ フィリピンの小学校（一般）の児童在籍数およびその他の現況

（出所） Factsheet２０１１_Nov１６, Dept of Education, the Philippines.
（注） ＊私立学校の２０１０―２０１１年の教師数は，同表作成時点で未集計のため前年度の数字を使用。

表４―２ フィリピンの高等学校（一般）の在籍数と生徒数

（出所） Factsheet２０１１_Nov１６, Dept of Education, the Philippines.
（注） ＊２００９年以降の私立学校教員の数字は未集計のため，２００８―２００９年次の数字が入っている。
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と視覚障害児であるという。２番目に視覚障害児が来ていることは，上記

の教育省での数字と異なっており，教育省としての事態の把握が不正確な

状況にあることをうかがわせる。実態として，フィリピンの障害児教育は

詳述するように SPEDに依存しているものの，政府の政策は不十分であり，

そのうえさらに社会的な障害児に対する差別的な態度や貧困の問題なども

関連した状況にある。なお，障害児教育の歴史的展開については，これを

表４―３にまとめておいた。

２．SPED（障害児教育センター）

ここで，前項で述べた SPEDというフィリピンの障害児教育制度につい

て現状をより詳しく説明しておく。障害別の独立した特別支援学校が不足

図４―３ フィリピンの教育課程

（出所） フィリピン教育省資料を基に筆者作成。
（注） 中学校と高等学校は合わせて一貫の高等学校課程になっているケースもある。多くの学

校ではそうしたケースの方が多い。
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しているため，とくに地方部では，障害児教育の典型的な場所がこの SPED

になっている。Inciong（２００５）は主として知的障害児の教育について論じた

ものであるが，この SPEDの実際の形をさらに詳しく以下のように紹介し

ている。

� リソース・ルーム（Resource room plan）

子どもは一般クラスに在籍するが，指導状況や小グループ指導といった

際に特別な設備のあるリソース・ルームに通う。リソース・ルームの担当

年 内 容

１９０７ フィリピンで最初の公教育による障害児教育，マニラに設立された盲・ろう学
校で開始

１９２７ フィリピンで最初の肢体不自由児・知的障害児のための特別支援学校設立
１９５３ フィリピンで最初の脳性マヒ児のための特別支援学校設立
１９５６ 知的障害，聴覚障害，視覚障害児担当教師のための正式な訓練がBaguio Vacation

Normal Schoolで実施
１９６２ フィリピンで最初の行動障害・慢性病児のための特別支援学校設立
１９６８ Republic Act５２５０（１０年間のトレーニング・プログラムを教員に課す）の制定

と地域校での障害児就学への道開ける
１９７４ 児童・青年福祉法（小学校・高等学校の無償化）
１９８２ 教育法（小学校教育の再構成）
１９９０ 教育省令No．１２６（親の学習支援システムの全国的実施）
１９９２ 障害者のマグナ・カルタ（教育機関で学び，保健・福祉・雇用で良質のサービ

スを受ける権利）
１９９２
～１９９８ フィリピン子供のための行動計画（小学校・中等学校教育への無償アクセス）

１９９３ 大統領から教育・文化・スポーツ相に障害児の地域校での就学拡大・SPED
センター増強・特別支援教育担当教師へのインセンティブ強化の指示
教育省令No．１４（地域特殊教育評議会組織権限を持つ地域ディレクター制度化）

１９９７ 特別支援教育についての政策・ガイドライン・ハンドブック（教師や教育機関
のための運営ガイドライン）
教育省令No．１（地域 SPED委員会・特殊教育担当地域監督官指名）
教育省令No．２６（全学校での SPEDプログラム制度化）

１９９８ 教育省令No．５（教師・校長の給与から特別支援教育担当教師・校長の給与を再
分類）

２００３
～２０１２

フィリピンアジア太平洋障害者の十年のための行動計画（障害児のための教育・
福祉提供のための全政府の努力を統一）

表４―３ フィリピンの障害児教育史

（出所） Inciong（２００５）を基に筆者作成。
（注） 特別支援教育関連法制については太字。
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教師は，指導をするだけでなく，相談にも乗る。

� 移動教室（Itinerant teacher plan）

特別な支援が必要な子どもの数に応じて教師が複数の一般校を訪問する。

教師は，子どもに直接教えたり，相談に乗ったりし，子どもの観察，診断，

照会や達成度の評価も行う。

� 特別教室（Special class plan）

一般の教室では学ぶことが難しい重度障害児向けのもので，メインスト

リーミング学校内に設けられる同じ学校の子どもたちと一緒にいる時間も

あるが，普通は授業は別になる。

� 特別支援教育センター（Special education center）

これは学校内学校に相当するもの。このセンターは，校長が管理し，一

般校と同じ諸規則に従う。このセンターは，一般校にいる障害児を支援す

るためのリソース・センターとして機能し，学校に存在する実地訓練所（In-

SErvice Training: INSET）でもあり，適切な教材をつくったり，障害児の継続

的評価を行う。

� 特別支援学校（Special day school）

中等度から重度のある特定の障害の子どもを教育する学校。医療的，心

理的，社会的評価といった包括的なものを揃え，訓練を受けた特別支援教

育専門教師が教える。狭義の SPEDは，これを指す。

� 院内学級（Hospital instruction）

ベッドに寝たきりの重度の情緒障害児，重度知的障害児，心身障害児で

慢性や重度の健康障害のある場合，回復途中の患者といった子どもたちの

教育のためのもの。ベッド脇での指導や集団学習も含む。
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写真４―１ 地域の学校の障害児学級に通う盲・弱視の生徒（ルソン島南部）

（筆者撮影）

� コミュニティを基盤とした訪問指導（Community-based delivery system）

CBDSと呼ばれ，辺ぴなコミュニティにいるために，既存の特別支援教育

プログラムでは学べない子どもたちのためのもの。教師，準教師やボラン

ティアといった訓練を受けた教師が訪問指導するもの。

上記のうちの�が典型的な SPEDであるが，広義では，上記の７つにみ

られるようなさまざまな形態が現実に存在しており，これらのほかにも地

域の実情に応じて，学校敷地内で学習の開始が遅れた障害児のための特別

授業が独立して行われるなど，多くのフレキシブルな指導がフィリピンで

は行われている。形のうえでは障害児教育のパターンは実情に応じていく

つか用意されているというのが，フィリピンの実態である。ただし，地域

的なばらつきが大きいこと，教育設備が貧弱であること（建物があるだけで

特別な訓練機器等は用意されていない），また第４節以降で述べるように，教

員の質といった制度を支えるリソースが不足しているという問題がある。

第４章 フィリピンにおける障害者教育法
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第２節 障害児教育関連主要法制

フィリピンの教育法制についての数少ない論文として，Manuel and

Gregorio（２０１１）が挙げられる。同論文は，２０００年 ECCD法（幼児教育管理

法）をメインとしているため，小学校教育以前の教育についての記述がほと

んどである。これ以外では，Manasan, Celestino and Cuenca（２０１１）が地方

の教育委員会（Local School Board: LSB）の財政問題という観点から，障害児

教育予算についてのみ，財政学的な分析をする背景のなかで法的側面を論

じている。以下では，こうした論文を補う意味でも，現地におけるインタ

ビュー（２）および Pangalangan（１９９８）などによって得た情報から障害児教育

関連主要法制について論じていくことにする。

１．１９８７年憲法と一般教育に関する法的規定における障害児の権利

１９８７年憲法は，フィリピンにおける平等の基本的な基準について述べて

おり，同憲法をはじめとした，フィリピンの障害児教育関連法を一覧にし

たものが表４―４である。憲法には，「国は，国家発展のすべての局面におい

て社会正義を促進する。」（３）とある。これが同国の差別是正措置（Affirmative

Action）の基本となっているとされ，恵まれない人たちに有利な差別的措置

の根拠となっている。そうした文脈のなか，憲法において，第１４条第２節

で国は「初等学校及び高等学校の段階における無償の公教育制度を創設し，

維持すること。児童を養育する両親の自然的権利を制限することなく，初

等教育はすべての学齢児童に対して義務とする。」（４）として，障害児の教育は

国の義務として規定され，実施されている。さらに第４節で「非定型，ノ

ンフォーマル，及び固有の習得制度並びに特に地域社会の必要に応じた自

習による，独立した，かつ学校外の学習計画を奨励すること。」と国がすべ

きことを定めている。そして最後の第５節では「成人市民，身体障害者及

び未就学青少年に対して，公民教育，職能，その他技能の訓練を提供する

こと。」とあり，これらが，国家による障害児に対する初等教育提供義務の
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根拠となっている。

こうした憲法の規定に沿って，フィリピンでは，これまで国家経済開発

庁（National Economic Development Agency: NEDA）の「フィリピン中期開発

計画（１９８７～１９９２年）」（Medium Term Philippine Development Plan１９８７―１９９２）

でも子どもの一般的教育における良質の教育へのアクセス拡大努力が明記

されてきた。また「すべての子どもに教育を」（Education for All: Philippine

Plan of Action,１９９１―２０００）（５）という計画では，ノンフォーマル教育（６）も含めた

部分への目配りもされてきた。RA９１５５，別名「２００１年基礎教育公教育法」（７）

では，「１８６３年教育布告」（Educational Decree of １８６３）で設立された教育・

文化・スポーツ省（Department of Education, Culture and Sports: DECS）から

スポーツを切り離し，教育部分を強化した教育・文化省に改組（８）して基礎教

育基盤の強化を行っているなど，全体として教育に力を入れている

年 名 称

１９６８ 特殊教育基金設立法（RA５４４７）
１９７０年代 障害児教育ガイドライン
１９８７ １９８７年憲法

大統領令第１８９号（公立中学校教員教育賞管轄法）
１９９２ 障害者のマグナカルタ（RA７２７７）
１９９３ 教育省令第１４号（地域 SPED評議会設立）
１９９７ 教育省令第１号（地方 SPED部，特殊教育担当スーパーバイザー職設置）

教育省令第２６号（地域の全学校に SPEDプログラム義務化）
障害児教育ガイドライン改定

１９９８ 教育省令第５号（SPEDと特殊教育学校の調整）
２０００ 早期教育（ECCD）法（RA８９８０）

教育省令第１１号（特殊教育センター，政府の管轄下に）
２００１ 基礎教育ガバナンス法（RA９１５５）
２００２ 教育省覚書第３５号（手話指導，CBM資金）
２００４ 教育省覚書第３５号（手話指導，CBM資金）
２００５ 教育省覚書第４９号（手話指導，CBM資金）
２００７ 障害者のマグナカルタ修正（RA９４４２）
２０１１ 教育省勧告第６１３号（REACHによる手話指導）
２０１２ 教育省勧告第７２号（CMDPによる手話および点字の読み書きについてのワークショップ）

教育省覚書第１５号（LINK による手話指導）
２０１３ K−to−１２法（RA１０５３３）

表４―４ フィリピンの障害児教育法および関連法令

（出所） 各法律・省令等の年次を基に筆者作成。
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（Department of Education２００３）。

２．障害者のマグナカルタ（RA７２７７，１９９２および RA９４４２，２００７）

１９９２年に成立し，その後，修正もなされた障害者のマグナカルタ（９）は，

フィリピンにおける障害者基本法であり（森２００８a；２０１０；２０１２など），障害

児が障害児教育を受けられる権原も同法のなかで明確に述べられている。

同法の第２章は，教育に充てられており，この章は，第１２節から第１７節ま

でで構成されている。

第１２節は，良質の教育へのアクセスと題された節で，「国は障害者に彼ら

の能力を発達させるため，良質な教育や十分な機会へのアクセスが提供さ

れるようにするものとする。」としており，いかなる教育機関もハンディ

キャップやディスアビリティを理由として，自らが提供しているいかなる

課程についても，障害者の入学を拒否することは違法となる。

また「国は教育政策やプログラムの策定において障害者に特別に必要と

される条件を考慮に入れなければならない。教育機関には，学校設備，授

業スケジュール，教育のための物理的必要条件の利用，その他，妥当な考

慮すべきことという点について障害者の特別なニーズを考慮することが奨

励される。国はまた教育機関，特に障害者のための学習課程を用意する付

加的なサービスを提供する高等教育機関による措置の促進をしなければな

らない。」としており，教育機関による障害者の入学差別を禁じるとともに，

障害者のための特別な措置を講じることやそのための支援を国がすべきも

のとしている。

第１３節は，障害学生への支援と題された節で，「国は，高等学校以降の教

育また高等教育を受ける資格があるが，経済的に周縁化されている障害学

生への経済的支援を提供するものとする。そうした支援は，奨学金，学資

ローン，補助金，その他のインセンティブの形をとって公立学校および私

立学校の双方に対する有資格の学生に提供され得る。共和国法第６７２５号（RA

６７２５，１９８９）に基づいて創設された民間教育学生経済支援プログラム（the

Private Education Student Financial Assistance Program）の少なくとも５パーセ
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ントは，職業課程，技術課程，あるいは学位課程に進もうという障害学生

のために引き当てられなければならない。」として，障害学生への経済的支

援を国が支えることを求めている。

第１４節は，特殊教育の節で，「国は，視覚障害，聴覚障害，知的障害者，

またフィリピンのすべての地域のその他のタイプの障害児たちのために，

完全で適切かつ統合された特殊教育システムを確立し，維持し，支援する

ものとする。この目的のため，教育・文化・スポーツ省が設立され，諸都

市・市部にある公立学校には特殊教育クラスが設立されなければならない。

また同省は，諸地方，都市，市部に実行可能ならば，点字・記録図書館を

設立するものとする。

中央政府は，全国的な特殊教育プログラムの効率的な実施のため，必要

な資金の配分を行わなければならない。地方自治体も同様に中央政府の資

金を補うような対応する資金を割り当てることができる。」として，中央政

府にあっては教育省がこうした特殊教育について責任をもつこと，および

そのための資金配分を行うことを定めている。

第１５節は，職業訓練プログラムおよびその他の訓練プログラムという節

である。ここでは，「国は障害者に市民学，職業的能率，スポーツや身体保

健，その他の技能の訓練を提供するべきである。教育・文化・スポーツ省

は，各地方の少なくともひとつの公立の職業・技術訓練校に障害者のため

の特別な職業・技術訓練プログラムを設立しなければならない。同省は，

特別に障害者のために彼らの障害の性質を考慮に入れて，スポーツ・身体

保健プログラムを開発・実施しなければならない。」として，教育省が行う

べき障害者のための職業訓練プログラム，スポーツ・身体保健プログラム

を定めている。

第１６節は，ノンフォーマル教育についてで，「国は障害者の全人的な発達

を意図してノンフォーマル教育プログラムを開発しなければならない。国

は，障害者の特別なニーズに応じたノンフォーマル教育プログラムとプロ

ジェクトのため適切な資源を提供しなければならない。」としている。ここ

でいうノンフォーマル教育プログラムとは，「フォーマルな教育システム以

外の場所で行われる組織化されていない教育活動で，フォーマルな教育を

第４章 フィリピンにおける障害者教育法
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補完，またそれに代替するものとして策定されたもの」（１０）のことである。

最後の第１７節は，国立大学と題されており，「もし実行可能で必要ならば，

各地域・地方にある国立総合・単科大学は，（a）障害者のための教材機器や

技術的な支援の開発，（b）職業リハビリテーションおよび特殊教育指導のた

めの訓練教材の開発，（c）とくに視覚障害，聴覚障害，言語障害，肢体不自

由学生，知的障害や重複障害，またその他の人たちの特別な問題の研究，

また障害者が直面する社会的なバリアや差別の軽減のための研究，（d）その

カリキュラム内に障害者のための特殊教育（SPED）コースを含めること，

といったことに責任をもたなければならない。中央政府は，これらの国立

総合・単科大学に視覚障害，聴覚障害，言語障害，肢体不自由学生のため

に必要な特別な設備を提供しなければならない。中央政府は同じように上

記の支援で必要な資金を配分しなければならない。」として，障害者のため

の大学教育における国立大学の負うべき責任と中央政府の負うべき責任に

ついて規定している。

以上のように，障害学生・生徒についても障害者のマグナカルタでは，

良質な教育へのアクセス，障害学生への支援，特殊教育，職業医訓練プロ

グラム，ノンフォーマル教育，国立大学と多岐にわたって，障害者の権利

を規定している。こうした，障害児・者教育についての記述がみられるこ

とは，評価すべきことではあるが，これらには「利用可能な範囲のかぎり

において」という条件が付いている（１１）。すなわち，政府に財政上などの理

由でこれらを実際に行えないことを許容する文面があるため，政府の果た

すべき義務としては不完全なものとなっている。加えて，そうした総合的

な法律のなかに，教育という財政的にも大きな配分を必要とし，制度的に

も大きな枠組みを必要とする内容が組み込まれたことは，ある意味でフィ

リピンにとって必ずしも幸福とはいえなかった。フィリピンの多くの法は，

障害児の教育の権利を定めているものの，教育全体のなかで障害児教育の

優先順位は低い。障害者のマグナカルタの場合，法律を実施するための規

則が編まれるのに時間がかかったということもあるが，障害児教育そのも

のを組織するために多くの別の法制度が必要になってしまい，それが全体

として障害児教育のための法制の弱さ，障害児教育全体を統べる基本法の
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不在という，のちに述べる問題につながってくるからである。

３．その他の障害児教育関連法と制度

フィリピンにおける障害児教育に関連した法律や制度は，非常に多岐に

わたっている。ここでは，それらを資金にかかわる法制，プログラムにか

かわる法制，教育機関の管轄機関にかかわる法制，の３つに分類して紹介

する。

（１）障害児教育のための原資にかかわる法・制度

フィリピンでは，障害児教育のための資金調達の基となっているのが共

和国法第５４４７号（RA５４４７，１９６８）である。これは別名「特殊教育基金設立法」

とも呼ばれ，特別たばこ税，タバコ輸入関税を原資として，障害児教育基

金を設け，学校委員会（School Board）をその管轄機関として設立するとい

う法律である。障害児教育の資金がこの法律によって担保された。

ところが，その後，大統領令第１８９号（EO１８９，１９８７），別名「公立中学校

教員教育省管轄法」によって RA５４４７の資金は，特殊教育担当教員でなくて

も教員全部の給与に充てられる結果になってしまった（Sec．４）。学校教育全

般のための予算の不足により障害児教育のための原資が浸食される結果と

なってしまったのである。このことは逆にとくに障害児教育のための資金

が不足するという問題を生み出す結果となった。

（２）教育プログラムにかかわる法・制度

一方，障害児教育プログラムについては，障害者のマグナカルタは何も

規定しておらず，同国の障害児教育のプログラムは，ほかの法律によって

大きく影響を受けることになる。まず，共和国法第８９８０号（RA８９８０，２０００），

別名「早期教育（ECCD）法」によって，ECCD調整会議が早期教育プログ

ラムを開発することとなった。その後，２００１年に共和国法第９１５５号（RA

９１５５）が制定された。同法は，「基礎教育ガバナンス法」とも呼ばれ，基礎

教育の定義，障害児教育を含む基礎教育についての管理・管轄について定
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めた法律である。また，それまであった教育省を教育・文化・スポーツ省

に改名する根拠となった法律でもある。この法律で基礎教育は「その後の

教育の基礎となり得る基盤を身につける基本的な学習ニーズを満たすため

の教育」と定義された。また特別なニーズをもつ人たちの教育を含む形で

フィリピンの幼稚園から大学までの教育課程を整備したのもこの法律であ

る。途上国によっては，障害児教育が福祉の枠組みでなされることもある

が，フィリピンでは一般的な教育プログラムのなかに障害児教育が位置づ

けられることになったことは評価できるが，一方で，障害児教育プログラ

ム全体を統べる法律がないために，障害児教育の教育行政全体のなかでの

周縁化をもたらした側面もある。

（３）教育制度管轄機関にかかわる法制

３番目は，障害児教育を地域で実際に管轄する機関を定めた制度である。

まず教育省令第１４号（１９９３年）によって，地域での障害児教育の政策を策定

する SPED評議会が設置された。引き続いて教育省令第１号（１９９７年）によっ

て，フィリピンの各地域に地方 SPED部と特殊教育担当スーパーバイザー

職が設けられ，各地域で障害児教育を実際に管轄することとなった。そし

て管轄・管理機関が整備されたことによって，教育省第２６号（１９９７年）によ

り，地域のすべての学校で SPEDプログラムが義務化されることとなった。

また，教育省令第５号（１９９８年）によって，一般の地域校における特殊教育

と特殊教育学校における特殊教育のあいだの業務調整がなされるようになっ

た。さらに教育省令第１１号（２０００年）で政府の管轄下で特殊教育センターが

公認されるに至っている。

以上のように障害児教育を実際に担う機関，それを監督する機関につい

ての規定は，フィリピンにおいては，障害児教育法のような基本法ではな

く，教育省令によって行われている。こうした事情は，特殊教育基金の変

質に典型的にみられるように，フィリピンにおいて，障害児教育の財政基

盤の弱化や一貫しない政策が容易にもたらされやすい状況にある。
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第３節 障害児教育ガイドラインと法制

１．障害児教育ガイドライン

障害児教育を統べる基本法がないなか，フィリピンの教育省の障害児教育

担当者（Special Education Division, Bureau of Elementary Education, Department

of Education, Culture and Sports）や各行政が大きな拠り所としているのが，

「特殊教育のための政策とガイドライン改定版」（Special Education Division,

Bureau of Elementary Education, Department of Education２００８）である。ドイ

ツの国際 NGO，Christoffel−Blindenmission（CBM）の経済的支援を受けて

１９７０年代に最初のバージョンがつくられ，その後，１９８６年と１９９７年に改定版

が出されたこのガイドラインは，それまでの教育省によって発された諸政

策をまとめたものである（１２）。

同ガイドラインは，全部で１９の章からなっている。各章のタイトルは以

下のとおりである。

第１章 哲学，目的，目標

第２章 定義と範囲

第３章 子どもの特定化，スクリーニング，評定と評価

第４章 学校行政とクラスの組織

第５章 カリキュラムの内容，指導戦略と教材

第６章 障害児教育の諸制度

第７章 学校施設の設備

第８章 採用，福利，および開発

第９章 管理と監督

第１０章 プログラムとサービスの評価

第１１章 調査・特別研究

第１２章 両親教育とコミュニティを巻き込むこと

第１３章 他機関との連携
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第１４章 広報，教育，意思疎通

第１５章 資金調達

第１６章 教育体制強化のための法制

第１７章 特別条項

第１８章 補遺

第１９章 発効

といった内容になっており，このほか，附録として用語定義集と障害児

特定のための参考となる発達表（年齢に伴う身長と体重の男女別表）が付けら

れている。これが教育省の担当者と各学校の担当者のあいだで共有される

バイブルのような存在になっており，法律ではないものの，障害児教育の

実際の方法や内容について，法律と同様の効果を実際に発揮する文書となっ

ているといえる。

同ガイドラインが大変に包括的な内容であることは各章の題からもうか

がえるが，同書が最初に出されたのは，フィリピンの障害児教育が隔離か

ら統合に向かった１９７０年代である（De Torres２００８）。このため，その時代の

障害児教育政策の制約をこのガイドラインも背負っている。すなわち，障

害児教育は，統合教育への一過程にすぎず，障害児教育自体に今日，与え

られているような独自の位置づけやインクルーシブ教育の位置づけなどは，

未熟な状態であったが，それが今日の改定版においてもなお残っている。

そうした現状を解決すべく，教育省は，議員を通じて議会に何度か包括

的な障害児教育法の提案を行っているが，現在までのところ，法律として

成立するに至っていない。フィリピンにおいては，法律案の提出は，内閣

提出の法律が多くを占める日本と異なり，議員立法が多い。また一般にい

わゆる政党政治と異なり，議員は人的なつながりや地域的なつながりなど

で政党の所属を変えることも多く，政府のイニシアティブによる法律の成

立には障害児教育法に限らず，大きな困難を伴う。数度にわたる試みが成

功していないことから，障害児教育法が同国で成立するのかについては，

政府担当者も期待しておらず，それは同国において障害児教育が停滞する

原因のひとつともなっている。多くの障害児・者関係の法律や施策が政策
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的優先順位を与えられていないという状況が，さらにもまして不利な状況

を生み出しているといえる。しかし，国連の「障害者の権利に関する条約」

（以下，障害者権利条約）とそれへのフィリピンの批准は，そうした同国の

状況を変えつつある。インクルーシブ教育と当事者の権利を尊重した教育

をめざす権利条約での方向性は，インテグレーションという障害児をただ

普通学級に混ぜていく教育ではなく，それをさらに障害児が学べる地域の

学校とするインクルージョン教育に向かっている。権利条約の方向性は，

フィリピンの従来の路線と同じライン上ではあるが，より強力に障害児を

主体的に社会に統合させていこうとするものである。

一方，本節で述べているガイドラインは，１９９７年の改定版までは，ろう

児への教育について次のように述べていた。

カリキュラムの内容，指導戦略と教材

１．４ 聴覚障害者のために修正されたカリキュラムは，トータル・コミュ

ニケーションという個々の子どものコミュニケーションや教育的ニー

ズを満たすために調整された，哲学に基づくコミュニケーションと言

語発達に重点をおくべきである。加えて，カリキュラムは，発声，読

話，聴能訓練とリズムの特別指導を含むべきである。多感覚的アプロー

チは最大限考慮されるべきで，発声／読話と手話が第１学年から開始

されることが奨励されるべきである。

１．４．１ ピリピノ手話が聴覚障害児の教育では用いられるべきである。

（第５章）

ここで言及されているピリピノ手話（PSL）は，現在，ろう者のコミュニ

ティからは自分たちの用いている手話とは異なるとして否定されている（森

２００８b）。耳が聞こえるろう学校の教師が使う PSLではなく，ろう者のコミュ

ニティの言語であるフィリピン手話（FSL）（１３）こそが，ろう教育では用いら

れるべきとされ，２０１２年下院に FSL 法案（HB６０７９）が提出された。同法案

は下院を通過し，現在，上院での同趣旨の法案が審議されている。こうし

た動きを受けて，教育省は，最新版のガイドライン（２００８年版）では，この
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PSL について述べた部分をすべて削除するに至っている。

しかし，この法案に，教育省は当初から大きく抵抗し，議会の公聴会で

反対の論陣を張った。彼らは，ろう学校で現在使われている手話が，FSL

ではなく，いわゆる SEE（手指手話）（１４）と呼ばれる英語の語順で FSLの単語

を並べたものであることを認めた。そして，FSL ではなく，SEEこそが，

英語の習得，ひいては，ろう者の将来の就労を有利にするとして自然言語

である FSL の導入に反対したのである。この彼らの主張が事実であるかど

うかは，現在のフィリピンのろう学校における教育が成功しているかどう

かで判断せざるを得ない。しかしながら，FSL 法案では，ガイドラインで

典型的な形として想定されていた非障害者の教員のみによる教育ではなく，

障害当事者，つまりろう教員による教育も盛り込まれている。いわば，１９７０

年代的な枠組みのなかにあったガイドラインが，障害者権利条約に代表さ

れる世界の変化によって，大きなパラダイム転換を迫られているというこ

とができる。当事者の権利の尊重という意味で，障害当事者であるろう者

の言語である手話を尊重する方向性に向かっている。こうしたろうの当事

者教員による FSL の指導については，最新のガイドラインでもいまだに想

定されていない。のちに述べる K-to-１２法とも関係する今後の課題である。

写真４―２ 地域の学校の障害児学級に通うろうの生徒（ルソン島南部）

（筆者撮影）
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第４節 特別支援教育担当教員の養成にかかわる諸問題

１．障害児教育担当教員の養成――ろう教育を中心に――

すでに述べたように障害児の教育にかかわる教員の養成には，多くの課

題が存在する。とくにろう教育担当教員については，手話の習得がガイド

ラインで規定されている一方で，そのために必要なリソースの用意が十分

になされていないという問題がある。これに関連して，政府が用意した資

料を辿りながら，ろう教育に焦点を当てて，問題点をさらに深く掘り下げ

てみることにする。

フィリピン大学教育学部が FSL 法案に対して提出した意見書（College

of Education, University of the Philippines２０１２）によれば，FSLをアメリカ手

話（ASL）（１５）と混同してはならないこと，また SEEとも混同してはならない

ことなどが，明確に述べられている。一方，こうした大学での理解とは裏

腹に，障害児教育の現場では，これらの手話の混同が広くみられ，地方部

に至ると，FSL とはそもそも何であるのかということについての深い理解

がほとんど存在しないという状況がある（１６）。

２．ろう教育担当教員の養成の実際

それでは，実際に教員養成がどのように行われているのか，その実際の

状況を最近の事例から，垣間見てみることにする。本節で紹介するワーク

ショップの一覧は，表４―４のなかでも紹介されている。多くの手話指導ワー

クショップの資金を出している CBMは，ドイツ系の国際障害支援 NGO

であるが，２００１年にルソン島のバギオで「新世紀におけるろう教育の刷新，

改革，機会」というテーマで開催された第４回ろう教育教師研究会の後に

続く日程で開催された教育・スポーツ・文化省が主催するイベントのスポ

ンサーとなった。このイベントは，手話能力認定式典で実際には，フィリ

ピンろう者のための通訳者登録機構（Philippine Registry of Interpreters for the
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Deaf: PRID）が執り行ったものである。PRIDの認定通訳であること，現在，

ろう児を実際に教えていること，２年以上のろう児指導経験があること，

第４回のろう教育教師研究会に参加することが参加資格要件とされていた。

こちらは実質的には，ろう教育教師研究会への参加の支援を手話指導ワー

クショップの形で CBMから引き出したものであろう。

２００２年教育省覚書第３５号（DepEd Memorandum No.３５, s.２００２）は，同年の

５月期ルソン島レガスピ市，セブ島セブ市，ミンダナオ島ダバオ市にて移

動型手話指導をそれぞれ５日間の日程で開催するという文書である。これ

によれば，ろう児担当教師の手話と通訳の技能を磨き（hone），向上させる

のが目的となっており，訓練を担当するのは，PRIDの認定通訳者となって

いる。参加資格としては，第１に PRIDの認定通訳ではない人，つぎに少な

くとも２年以上ろう児担当の教師であったものとなっている。同ワークショッ

プでは，渡航費および宿泊費（５日分）の費用が，CBMから出ることになっ

ている。

２００４年教育省覚書第５１号（DepEd Memorandum No.５１s.２００４）では，同様

の移動型の手話指導がルソン島タガイタイ市，セブ島セブ市，ミンダナオ

島ダバオ市で開催となっているが，上記のものに加えて，学校で用いられ

る手話における共通の語彙の確立と，ろう者に対するコミュニケーション

通訳サービスの提供が目的として掲げられている。一方，参加資格として，

ろう児の教育経験３年以上，基礎・中級の手話学習修了，現在もろう児の

教育を担当，身体能力が適していることという資格要件が挙げられている。

ここでは手話歌の指導がカリキュラムにあり，物語を手話で表現するトレー

ニングに加えて，録音したテープの歌を手話で表現するトレーニングが行

われた。参加費用の支援は，やはり CBMからなされている。PRIDの会員

かどうかは問われておらず，PRIDへの加入は自分で選択できることになっ

ている。

２００５年教育省覚書第４９号（DepEd Memorandum No.４９s.２００５）は，ルソン

島バギオとミンダナオ島ダバオ市で７日間開催されたもので，これもやは

り CBMの資金支援による訓練である。ろう児の教育へのエンパワメントと

アクセスをより提供すること，ろう教育担当教師の手話技能を向上させる
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ことで手話による教育の質を上げること，公共の場所で手話や通訳サービ

スを提供することが目的とされていた。受講資格は，３年以上のろう児教

育経験，基礎・中級の手話技能，現在もろう児を教えていること，身体能

力が適していることとなっている。

少しあいだが空くが，２０１１年教育省勧告第６１３号（DepEd ADVISORY No.

６１３, s.２０１１）は，the Resources for Educational and Allied Consultancy Habitat

（R.E.A.C.H）という特殊教育支援 NGOによる訓練である。R.E.A.C.Hが，

２０１２年４月１４～１８日にラス・ピーニャス市のアラバンで基本手話の授業を，

やはり特殊教育支援 NGOの Sharing Our Caring Foundationと協力して行

うものである。ただし，両 NGOともろう教育の専門 NGOではなく，手話

の専門的知識もなく，ろうの当事者団体との協力もしないなかでの訓練で

ある。（１）基本的な言語能力獲得のための視覚的な読み取りと表出の基礎能

力を養う，（２）基本的な手話の読み取りと表出能力についての知識を得る，

（３）手話を効率的に用いるための原理と適切なガイドラインに基づいた手

話語彙と文の訓練，（４）幼い子どもたちや成人のための手話歌の練習，を行

うとなっている。また費用は，早期申込割引きで７５００ペソ（約１万７７５０円），

通常料金で８０００ペソ（約１万８７２０円）と決して安い金額ではない。

２０１２年教育省勧告第７２号（DepEd ADVISORY No.７２, s.２０１２）は「手話およ

び点字の読み書き」に関するワークショップ開催についての文書である。

同文書によれば，同年の３月２３日～５月４日に Libon Agro-Industrial 高校

（LIAHS, Libon, Albay）での同ワークショップをカトリックろう者宣教団

（the Catholic Ministry to Deaf People, Inc.: CMDP）が実施することになってい

る。CMDPは，１９９０年代に現在のフィリピンのろう当事者団体フィリピン

ろう連盟の母胎となった団体であり，ろう当事者のリーダーが活躍してい

る団体である（森２００８b）。

２０１２年教育省覚書第１５号（DepEd Memorandum No.１５s.２０１２）は，「LINK

ろう児のためのセンター」（LINK Center for the Deaf）という米国系 NGO

と協力して，Boeing Global Corporate Citizenshipからの資金で，同年４月

末から５月半ばにかけて，ルソン島バギオ市，セブ島セブ市，ミンダナオ

島カガヤンデオロ市の３カ所で，地域手話トレーニング・特別支援教育セ
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ミナーを１０日間実施することに関する覚書である。教師のろう・難聴児を

教える能力をアップグレードさせる，地域校でのろう児のインクルージョ

ンに備えて教師に手話を教える，SPEDプログラムの確立と維持ができる能

力を教師に提供する，障害児に発達の平等な機会を提供するという目的の

もと，手話の訓練，特別支援教育のセミナー，PRIDによる基礎・中級の手

話評価が行われるとある。参加資格があるのは，第１フェイズと呼ばれる

最初のトレーニングに参加したことがあり，次のトレーニングである第２

フェイズにも参加する予定のある教師と，第１フェイズに今度新たに参加

する１５の一般校教師である。しかし，このトレーニングを実施する LINK

は，トータル・コミュニケーションと呼ばれる，１９７０年代に一世を風靡し

た話し言葉と音声とを同時に発する形で，ろう者が日常用いている手話で

ある FSL とは異なる手話の流布をめざしている団体である。このため，こ

こでのトレーニング対象言語は FSL ではないと想像される。

以上の政府文書の検討からは，指導担当講師，教えられる手話の双方で，

一貫性が得られていないという問題が浮かび上がる。また手話の母語使用

者であるろうの障害当事者団体と協力してワークショップを行うという努

力はほぼないといってよい。受講資格もその時々でまちまちである。手話

の指導担当者も明確に位置づけられておらず，その時々で変わっている。

また，指導される手話の種類が FSLであったり，SEEであったり種類がま

ちまちであるだけでなく，指導期間も数日，長くても１０日程度の短期間の

指導しかなされていない。

また教育省の省令や覚書などを通じて招集はかけられるものの，資金は

ほぼ全面的に海外の団体などに依存している状況もうかがえる。一見，指

導の現場を一貫して管理しているようにみえる PRIDは，基本的にろう学校

教員の団体である（森２００８b）。途上国では，専門手話通訳者の養成がまだ

進んでいない国が多くみられるが，フィリピンも例外ではなく，ろう学校

教師が手話通訳を担っていることが多いことがその背景にある。したがっ

て，ここで紹介した政府による障害児教育の専門家を養成するはずの場が，

手話通訳の養成なのか，ろう教育の専門家の養成なのかが混沌とした状態

にあることもわかる（１７）。
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ろう児にとっても彼らの手話言語について教師がきちんと学べる状況に

あるとはいえず，使用するテキストも ASL のテキストであることが多く，

フィリピンのろう者が用いている本来の手話（FSL）のテキストもない。子

どもの言語発達についての理解も教師たちには不足しており，手話の言語

発達の知識はまったくといっていいほど，一連の訓練では教えられていな

い。障害児教育の専門性がほとんど認識されていないのが実情である。さ

らに悪いことに，障害児教育の専門的教育を受けた教員が不足している地

方部では，大学で障害児教育を専門に勉強したこともないまったく資格の

ない教師が，これらの訓練を短期間受けるだけで障害児の教育を担当して

いることが多い。フィリピンにおいては，障害児教育の修士号をもつ正規

の障害児教育担当教員には，給与面でも一般の教員よりも加算されている

が，資格をもたない一般教員には，前述のような訓練を受けていても加算

分はなく，専門知識を学ぶことの経済的インセンティブはない。知識は一

応授けられているものの，短期の研修で手話を教わる教員の側には障害児

教育の負担だけが押しつけられていると感じている者もいるという実情も

明らかになっている（１８）。

第５節 K-to-１２法（２０１３）と新たな夜明けへの期待

２０１３年５月，下院・上院での審議を経て，アキノ大統領が，K-to-１２法案

に署名，それまで長らく続いてきた１０年間の義務教育が幼稚園（５歳以降）

から，その後の小学校（６歳以降）６年と中学（１２歳以降）４年，高校（１６歳

以降）２年（新制度では，中学がなく高校６年間）までの段階を含む第１２学年

までと，１３年間に延長されるという新しい変化がみられた。この K-to-１２法

――２０１３年拡張基礎教育法（The Enhanced Basic Education Act of２０１３, RA

１０５３３）（１９）は，公立・私立の双方の学校に適用される。この K-to-１２法は，こ

れまで議論してきたろう教育についても従来とは異なる新しい変化がみら

れるとして，フィリピンのろう当事者団体からも期待をもってみられてい

る。このため，同法について，ろう教育上の意義と残る問題点について議
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論することにする。

同法の「第４条 用語の定義」の（d）母語ないしは第１言語（Mother

Language or First Language（L１））では，「子どもが最初に学ぶ言語，ある

いは複数の言語で，自分が一体感をもてる言語で，ほかの人たちからもそ

の子どものネィティブ言語であると認めてもらえる言語であり，子どもが

最もよく知っているか，最も多く用いている言語。それには，関連した諸

障害をもつ諸個人によって用いられている FSLも含まれる。地域語ないし

ネィティブ言語というのは，ある地域区域，場に存在する従来用いられて

きた話し言葉とフィリピン手話（同）の変種のことを指す。」という規定が

みられる。これは，音声言語の地域語と同等の形で手話およびその地域変

種に言及したものである。前節で述べたフィリピン手話法への取り組みと

合わせて考えるとかなり画期的な規定ということができる。すなわち，地

域語と同等の地位を手話に対して公式にフィリピンの法律が与えたことに

なる。多言語社会フィリピンの状況からしても非常に妥当な規定であると

いえる。

この言語規定は，第２部 第１０章 基礎教育カリキュラム開発で適用さ

れることになる。同章では教育省がよってしかるべき１０．２基準と原理の項

で，「（f）このカリキュラムは，学習者の現段階やすでに既知のものという

段階ものから始めて，未知のものに至るといったような母語に基づいた多

言語教育（MTB-MLE）の諸原理と枠組みを遵守するものではなくてはなら

ない。MTB-MLEカリキュラムを実施するため指導教材や有能な教師が利用

可能でなければならない。この目的を達成するため，MTB-MLEは，学習者

の母語やそれ以外の言語が教室で使われるようなフォーマル，ノンフォー

マル教育を指すものとする。」としている。すなわち，ろう児であるならば，

この条項に従うかぎり，手話での教育が保障されなければならないし，そ

れは多言語教育の諸原理に基づいたものでなければならないということに

なる。

さらに１０．４．教授・学習手段の項で，「同法第４条（用語の定義）と第５条

（基礎教育）の遂行のため，基礎教育は，言語が学習者の発達を形作る上で

戦略的な役割を果たすことから，学習者が理解できる言語で提供されなけ
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ればならない。」としており，つづいて「カリキュラムは，学習者の第１言

語で主要な言語が教育の基本言語として使われることを条件として，フィ

リピン語と英語の習熟度を発達させなければならない。幼稚園と小学校教

育の最初の３年間では，授業，教材，評価は，学習者の地域あるいはネィ

ティブの言語でなされなければならない。教育省は，学習者の言語能力に

合った，第４学年から第６学年の学習者に必要なカリキュラムで用いられ

る，母語（第１言語）から母語に続く言語への移行プログラムを策定しなけ

ればならない。フィリピン語と英語は，これらの２言語が中等教育レベル

での教育の主言語になり得る時までに，教育言語として段階的に導入され

なければならない。」としている。ろう児のケースを考えると，今後の問題

として，手話で教えていてもよいのは，小学校第３学年までで，その後は，

フィリピン語と英語が主要教授言語となってくるとも読め，これは今後，

大きな課題となってくる可能性がある。

このほか，同法には，「第８条 拡張基礎教育における包摂」（Inclusiveness

of Enhanced Basic Education）の８．２項で学習障害児のための諸プログラムと

いう条項があり，「これら（諸プログラムと）は，家庭，学校，センター，あ

るいはコミュニティ・ベースの学習障害のための包括的な諸プログラムを

指す」と書かれている。

以上が，K-to-１２法における障害児教育関連の条文である。言語の問題が

大きなイシューとしてとりあげられ，手話がそれに含まれて考慮されてい

ると思われる一方で，いわゆる物理的アクセシビリティや盲児のための点

字についての記述は，同法ではまったく存在しない。ろう児以外の障害児

では，わずかに学習障害児についての条項があるが，その他の知的障害児

などについての条文も存在せず，障害児教育の問題が十分に同法で考慮さ

れたのかどうか，障害児教育のバランスという意味では問題が残る。
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おわりに

以上，述べてきたようにフィリピンには障害児教育の包括法が存在しな

い。すなわち，障害児に特殊教育（特別支援教育）を義務づけ，その内容を

規定する基本法の不在という状況が，現在もなお続いている。障害児に教

育の権利は与えられているものの，それを実際に実効性のある形で国家に

強く義務づけ，障害児の権利の実現を図る体制が，法制では十分に整備さ

れていなかったといえる。こうした状況のなかで，障害児教育包括法にとっ

て代わるものとして，「特殊教育のための政策とガイドライン改定版」が同

国では用いられてきた。

しかしながら，同ガイドラインは，１９７０年代の終わりに策定されたとい

うこともあり，現在では，古い考え方という評価になりつつある。ガイド

ラインと法律がちがうのは，ガイドラインには強制力がないということで

ある。またガイドラインは障害児教育を専門とする人たちによってつくら

れているが，フィリピンの障害児関連法制全体としての法制的整合性はあ

まり考えられていないという問題がある。このため，ガイドラインを改訂

しても，問題は依然として残ることになる。こうしたことを考えると，障

害児教育包括法が障害児教育の全体を統べる強制力のある法律として出現

する必要性があるといえる。

障害児教育包括法は，これまで議員立法による試みがあり，下院で少な

くとも７つ，上院では少なくとも１１の法案が提出されているが，いずれも

採択されていない。最新のものでは，下院障害児教育法案６４９８号（HB６４９８，

２０１２）が現在，議会に提出されているが，これまでの法案同様，議会の関心

も低く，廃案になると考えられている（２０）。しかし，そうした法律は，教育

省が出したガイドラインと似たような内容であっても，制定されればフィ

リピンの障害児教育にとっては大きな前進となるはずである。

一方，こうしたガイドラインに代表される障害児教育の枠組みは，４０年

近くを経て，別の大きなチャレンジにも直面している。それを象徴的に示

すのが，第３節で述べたフィリピンのろう社会から議員を通じて提案され
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た FSL法案である。ろう社会の言語であり，ろう者の母語である FSLをフィ

リピンの公用語のなかに加え，ろう学校でも用いるべきであるという法案

である。すでに述べたように教育省は，これに反対し，SEEをろう学校で

は用いるべきとした。しかし，筆者のみるところ，前節で述べたように法

律に基づいた財政的な保障がなく，慢性的な資金不足の状態のなか，教員

への SEEのトレーニングは十分に行われていない。一方，FSLができる教

員もほとんどいない状況を考えると，従来の路線の延長を続けるだけでは，

フィリピンのろう教育に光がみえるかどうかは，はなはだ疑問である。

そうしたなかでも K-to-１２法は，FSL の公認と財政的基盤づけという意味

で，新たな方向性を示しているといえる。FSL も同法のなかで教育の場で

の公的な認知を得た。しかし，同法では小学校段階の初期のレベルでの FSL

導入が認められたのみであり，FSL からフィリピノ語や英語への移行とい

う次の課題もすぐ待ち構えている。また，まだ特殊学校教員へのトレーニ

ングの財政的保証もない。加えて，地方部では，K-to-１２法の教員への周知

が進んでいないという問題もある。フィリピン手話法も障害児教育の基本

法もないなか，依然として手探りの状況が続いていることに変わりはない。

ろう児の事例にみられるようなこうした障害児教育の法制的整備が不十分

な事実は，障害児たちが十分な教育を受けられない，ひいては，開発に参

加するプレーヤーとしての能力を切り拓く場を与えられないという問題に

つながっていく。以上，フィリピンの障害児教育が現在，どのような法制

的問題を抱えており，それがどのような実態に結び付いているのか，議論

した。まだまだ十分な議論がつくされたとはいえないが，少なくとも本論

によって，議論に若干の前進がみられたならば幸いである。

〔注〕
�１ Ilagan（２０００）では，２０歳未満の学齢期の障害児が３５０万人いるが，そのうち，わ
ずか，４万７１０人，１．１６パーセントしか学校に行っていない（１９９７～１９９８年）という
教育省による数字が紹介されている。またMartinez（２０１２）は同様に教育省から得
られたデータにより，２００９年時点での SPEDの数は全国で少なくとも２２７校であり，
うちマニラ首都圏に１６校があると指摘している。しかしながら，SPEDについての統
計は，Martinez（２０００）でも指摘されているが，一般教育に比べるとはるかに貧弱な
状態である。教育省にある障害児教育のデータも各校への報告依頼のデータを集計
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したものでしかないが，現在の障害児の在籍数のみであり，子どもたちの退学率や
年齢などが分かる詳細なデータは存在しない。

�２ ２０１２年１１月にフィリピンのマニラにおいて行われたフィリピン大学法学部教授 R.
C. Pangalangan氏および Chato Olivas Vda-De Gallo弁護士へのインタビューによる。

�３ フィリピン共和国憲法 第２条第１０節，憲法訳文は，衆議院憲法調査会事務局
（２００３）によった（以下，同じ）。ただし，公式教育，非公式教育という訳語は，そ
の後の国際開発研究でのフォーマル教育，インフォーマル教育という用語の普及に
対応して，そのように変更した。

�４ フィリピン共和国憲法 第１４条第２節（２）。
�５ フィリピンにおけるすべての子どもたちのための教育（Education for ALL: EFA）
については，フィリピン政府による行動計画であるDepartment of Education（２００３）
のほか，エストラーダ政権当時の EFAの状況を批判したUNESCO（２００９）を参照の
こと。

�６ ノンフォーマル教育を受けた場合，フィリピンでは，「フィリピン転入学試験」
（the Philippine Educational Placement Test: PEPT）という試験を受けることで，
フォーマル教育への転入を受けることができる。

�７ 同法の施行規則は，２００３年教育省令第１号（DepEd Order No.１, s.２００３）である。
�８ より厳密には，１９７２年布告第１０８１号（Proclamation No.１０８１）で教育文化省
（Department of Education and Culture），１９７８年大統領令第１３９７号（Presidential
Decree No.１３９７）で，教育文化省（the Ministry of Education and Culture: MEC），
１９８２年教育法（the Education Act of １９８２）で教育・文化・スポーツ省（Ministry
of Education, Culture and Sports: MECS），１９８７年行政命令第１１７号（Executive Order
No.１１７）で教育・文化・スポーツ省（the Department of Education, Culture and
Sports: DECS）と教育担当省の名称は，かなりめまぐるしく変わっている。

�９ マグナカルタ（Magna Carta：大憲章）というのは，日本では，イングランドのジョ
ン王による１２１５年制定のものというイメージが強いが，フィリピンでは，ほかにも
女性の権利についての共和国法第９７１０号も「女性のマグナカルタ」という呼称をもっ
ている。これらの呼称は，法律番号や長い名前の正式名称とは別に法律に対する日
常的な名前として市民権を得ており，法律の条文のなかでそのことが示されている。
「障害者のマグナカルタ」も第１条で，「本法は，障害者のマグナカルタとして知ら
れ，また言及されるべきである。」と規定している（これは「女性のマグナカルタ」
でも同じである）。このため，本章でもこれに従って，障害者のマグナカルタという
呼称でこの法律を呼ぶことにする。

�１０ IRR OF RA ７２７７，IMPLEMENTING RULES AND REGULATIONS of the Magna
Carta for Disabled Persons（Republic Act No.７２７７）．

�１１ 障害者のマグナカルタ Sec.３６（３）（e）（３）に除外可能なケースとして，“unless the
entity can demonstrate that taking such steps would fundamentally alter the nature
of the good, service, facility, privilege, advantage or accommodation being offered or
would result in undue burden;”と書かれており，最後の部分がここで言及されてい
る負担が重くないかぎりというものに相当する。こうした「過重な負担」について
は，同法のモデルとなった米国障害者法でも「合理的配慮」を提供しなくても良い
理由として挙げられているため，その影響があると思われる。しかしながら，だれ
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が「過重な負担」と判断するのかは，法律のなかでは述べられていないため，この
条項が問題になった場合には，裁判を起こしてそこで争わないとならない状況が米
国では生じている。

�１２ 同書をまとめた当時の教育省特殊教育部主任の Yolanda S. Quijano女史は，現在，
教育省次官（Undersecretary）として，今もフィリピンの障害児教育に大きな影響を
及ぼしている。障害児教育の具体的な方針などの変遷については，De Torres（２００８）
を参照のこと。

�１３ Filipino Sign Language。フィリピンのろう社会で広く用いられている自然言語。
アメリカ手話（ASL）とは語彙や文法も異なる。FSL についての詳細は，PDRC &
PFD（２００４）を参照のこと。

�１４ SEEというのは，Signing Exact Englishあるいは，Signed Exactly Englishの略で
あり，ASL の語彙を（ASL と英語とは文法が異なるのにもかかわらず）英語の順番
で並べ，英語を教えるために使おうとした米国で発達した人工語である。しかし，
英語の指導以外にも教師の日常の手話としても誤って使用され，子どもたちが理解
できない手話が広まるという弊害を産んでいる。

�１５ American Sign Language。フィリピンのろう教育が公教育で最初に始まったのは，
１９０７年であるが，この時，アメリカ人の教師が来比してアメリカ手話を用いた教育
がなされた（森２００８b）。このため，アメリカ手話の語彙が一部，フィリピン手話の
語彙に取り入れられている。このため，ASLと FSLとを混同する人たちが現在もな
お，存在する。

�１６ ２０１３年１０月にフィリピンのサマール島カルバヨグ（その１カ月後に台風が同島お
よび隣のレイテ島などを襲い甚大な被害が出たことは日本でも報道されたとおりで
ある）で筆者により行われた現地調査での現地 SPED教員，また一般校教員へのイ
ンタビューによる。同地区には，ろう学校は存在せず，地域の中核を担う学校の一
部に障害児教育部門（SPED）が設けられており，盲，ろう，発達障害の３障害につ
いては専任教員が配置されている状況である。これは，地方部の状況としては比較
的恵まれた状況といえる。多くの地方部では，こうした SPED教員すら存在せず，
障害児は学校に行く権利はもつものの，実際にその権利は保障されることなく，学
校から教育不能の烙印を押されて，学校教育を断念することになる。これが，フィ
リピンで９７パーセントもの障害児が学校教育を受ける機会を受けられずにいる状況
の背景にある。カルバヨグにおいても，教員はいても学校までの通学に支障のある
肢体不自由児で貧困家庭の出身である場合，通学のための費用を捻出できずに通学
を断念するというケースが存在している（政府による貧困家庭支援の現金給付であ
る CCT が実施されていても，子供の毎日の通学のための公共交通機関の費用と貧困
家計の支援の双方を満たすには不十分な状況がある）。

�１７ フィリピンでは，ろう学校教員の団体の性格をもつ PRIDとは独立して，それをも
包摂する形で，フィリピン全国手話通訳者協会（PNASLI）が新たに２０１１年にマニラ
首都圏で設立され，ろう教育を担当する人たちではなく，ろう者の言語を通訳する
という立場を明確にしてきている。

�１８ 筆者によって行われた２０１３年１１月にマニラ首都圏および南部サマール島の SPED
ろう教育担当者を対象にした聞き取り調査による。

�１９ 正式名称「フィリピン基礎教育カリキュラム・基礎教育年数増大により，同教育
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システムを拡大し，その資金を充当させるため，またその他の諸目的のための法律」
（An Act Enhancing the Philippine Basic Education System by Strengthening Its
Curriculum and Increasing the Number of Years for Basic Education, Appropriating
Funds Therefor and for Other Purposes）原文は，以下のフィリピン政府官報サイト
でみられる（http://www.gov.ph/２０１３/０９/０４/irr-republic-act-no-１０５３３/）。

�２０ これまでの同じような法案が何度も廃案になってきているためか，教育省の障害
児教育担当部課でも期待をしていない。そうした行政のモチベーションのなさも事
態が改善されないことの背景として指摘しておきたい（２０１３年１２月の現地の教育省
でのインタビュー）。
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